
■自己紹介

平成19年農林水産省に入省。

食の安全対応、農業金融、地域ブランド産品
の振興・保護、漁業保険、農業競争力強化、
予算取りまとめ等の各種対応を経て、令和６年

４月から現職。（その間、在フランス日本国大使館
で農産物の輸出促進等も経験）

現在、農村活性化推進室長として、農山漁村

のデジタル活用、中核都市からの人材の呼び
込み、農山漁村と企業の連携等による官民共
創の促進等に従事。
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５．農山漁村の課題解決のための官民共創の重要性

○自治体

・域内の人口が減る中では、地域外を含めた企業との共創によって地域

課題を解決することが重要となる

○課題解決企業

・自社のソリューションを生かして地域課題の解決を進めるに当たって、

課題の主体者である自治体や、資金拠出・人材派遣を行える企業との

連携を通じてより大きなインパクトの創出が期待される

○ 人口減少下におけるコミュニティ維持等のため、従来農山漁村に関わりのなかった民間企業等とも連携しながら農山漁村の
課題解決に取り組む官民共創の取組促進が重要。

○ 農山漁村において官民共創の体制を構築するためには、自治体、課題解決企業、資金拠出・人材派遣元企業が三位一体と
なり、エンゲージメント創出した上で、継続的に課題解決に関わっていくことが必要。

○資金拠出・人材派遣元企業

・自治体や課題解決企業による課題解決の取組がインパクト創出にどの

ようにつながるかを理解し、自社のマテリアリティやミッション・パーパス

に応じて資金・人材の拠出先を検討していくことが重要となる

ひろさき援農プロジェクト（青森県弘前市）

GREENable HIRUZEN（岡山県真庭市）

観光拠点のブランディング・観光発展に、阪
急阪神百貨店・両備HDから、地域活性化企

業人・企業版ふるさと納税を活用して人材受
入を実施。多様な専門性の導入により新たな
訪問客やリピーターが増加、地域経済の活性
化というインパクトを創出している。

JTB・弘前市・ニッカウヰスキー・アサヒビー
ルが連携して、企業版ふるさと納税を活用し、
全国から企業参加も含めたボランティアを募り
リンゴ収穫作業を支援。農家の人手不足解消
と観光を融合した新たな交流の創造により、
全国規模での関係人口創出、地域経済の活
性化、参加者及び受入れ農家双方のウェル
ビーイング向上というインパクトを創出してい
る。

インパクトにつながる官民共創の事業活動の事例

「蒜山高原鳩ヶ原草原及び周辺湿原」への支援（岡山県真庭市）

自然共生サイト認定を受けている「蒜山高
原鳩ヶ原草原及び周辺湿原」に対して、大
成建設が湿地の再生活動に係る技術等の
支援を行い、その証明として環境省が「支援
証明書」を発行。民間企業と地域が一体と
なってネイチャーポジティブなインパクトを創
出している。

※３者の連携には、自治体を始めとする地域の理解や柔軟性が重要であるが、それだけ
では資金拠出・人材派遣元企業への訴求力や持続性も弱いため、地域課題や地域の有
する価値を資金拠出・人材派遣元企業等に伝える伝道師的な存在となる課題解決企業
が大きな役割を果たす。

各主体における官民共創の重要性



６．農山漁村の課題解決につながる取組（アクティビティ）

①多様な人材が農村に関わる機会の創出

②農村における所得の向上と雇用の創出（経済面）

③農村に人が住み続けるための条件整備（生活面）

地域経済の
活性化

ネイチャー
ポジティブ

ウェルビー
イング向上

農村地域の
持続可能な
生活環境の

維持

農山漁村に
おける災害

レジリエンス
の向上

気候変動の
抑制

気候変動への
適応

アクティビティ
とインパクトの
関係性をロジッ
クモデルの形で
可視化

【ZEROCO】
低温保存技術や新たな包装技術を活用し、鮮度を保ちながら
農産物を長期間保存できる保存技術を開発。季節や時期を問
わない農作物の市場への供給安定につなげ、生産者の販売価
格安定に貢献している。

農作物の保存技術開発の取組

【おたがいマーケット】
共助型の買い物支援サービスの提供により、地域住民がネッ
トスーパーの商品を近隣の郵便局や受取拠点で受け取れる仕
組みを提供し、買い物弱者の支援と地域拠点の組成、地域内
物流の最適化を図り、持続可能な買い物インフラの構築を目
指す。

【Ventos】
秋田県にかほ市象潟町の横岡集落で、築100年の古民家を改
装した「ゲストハウス麓〼（Rokumasu）」を拠点に、農用
地の保全や生活支援、地域資源活用等、農村RMOの取組を推
進。住民コミュニティの活性化に寄与している。

住民コミュニティの活性化を担う地域運営組織
（農村RMO）の取組

【日本農業】
耕作放棄地の活用、大規模選果場の運営、独自の輸出ルート
の確立を通じ、日本の農業を成長産業へ転換。国内の農業生
産性向上と、海外市場での競争力強化を両立させる。流通の
効率化とブランディング戦略により、日本産青果物の安定供
給と市場拡大を実現。

物流事業者が連携した共同配送の取組

【タイミー】
スキマバイトを活用した農業分野の人手不足解消として、タ
イミーのアプリを通じて即戦力となる短期労働者を農家と
マッチングさせ、ピンポイントでの労働力確保を実現。自治
体やJAと連携し、農業の働き手確保と理解促進に貢献してい
る。

短期間アルバイト人材・副業人材（民間、公務員、
農協職員等）とのマッチング（スポットワーク）の取組

海外等、新たな小売事業者開拓の取組

【青空留学】
JALと雨風太陽が共同で推進する、大学生と一次産業従事者
をつなぐ地域共創プログラム。漁業や農業の生産現場に大学
生が飛び込み、現地の課題を発掘し、解決策を提案・実施す
ることで、地域活性化と都市住民の関係人口創出を目指す。

学生が農山漁村に関心を持つきっかけとなる
寄付講座等を提供する取組

インパクト創出につながるアクティビティとその事例（抜粋）

○ 官民共創による価値創造によって、農山漁村の課題を解決する具体的な取組（アクティビティ）がそれぞれの地域で進められ
ることが、インパクトの実現において重要。

○ 農林水産省としては、農村内の農業者・非農業者の大幅な減少の下で地域社会を維持していくため、農村内部の人口の維持
及び農業・農村に継続的に関わる農村外部の多様な人材（農村関係人口）の拡大に資するアクティビティが必要と考察。
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